第１回新しい公共島根県運営委員会（4/22）議事概要
■開会

■はじめに

○これまでの経緯、運営委員会の位置づけ等について事務局から説明＞
■新しい公共島根県運営委員会の委員長、副委員長の選任

○委員長は、委員互選により井上委員に決定。副委員長は、委員長指名により毎熊委員に決定
■島根県新しい公共支援事業について
○事業内容について、事務局より説明

○基本方針・事業計画について承認

○モデル事業の公募について承認

○実施体制について承認

○東日本大震災被災者支援事業について承認
＜事業計画について＞
Ｑ　事業計画の予算部分について、今後変更が可能か。

Ａ　可能。事業のどの項目を優先的にどこまでやるかということはこの委員会で議論していただき、その結果を反映していきたい。事業趣旨、実施体制については本日の委員会にて議論いただきたい。

＜モデル事業について＞
Ｑ　モデル事業の公募について、ＰＲ、準備期間が短く、申請が少ないのでは。

Ａ　確かにその心配はある。ただ、これまで様々な機会を捉えてモデル事業の説明、個別相談等ＰＲを行ってきた。既に５、６団体の方から具体的な相談をいただいており、ある程度の申請が出てくる者と認識している。また、今後も市町村の方への説明会等も計画しており、引き続きＰＲにつとめていきたい。
（ご意見）

・まず枠組みを設けるが、その上でしっかりとした中身にしていくことが大切。慎重に進めていく必要がある。

・このような形は望ましいとは思うのですが、やはり時間がかかるということで、進めながらＰＲもしつつ浸透をさせていくということか。この事業によりつながりをつくっておくことは大事なことだと思う。
Ｑ　Ｈ２３と比較してＨ２４の事業費が多い。Ｈ２４単年度も想定されていると思うが、Ｈ２３から２年間実施する事業について、途中事業費拡大も十分考えられるが、それは可能か。

Ａ　２ヵ年の事業になりますけど交付の申請は単年度になります。Ｈ２４年度の計画については改めて申請していただくことになり、その際に見直しということで軽微な変更は可能。事業費の変更については、ある程度柔軟に対応していきたいが、予算枠の関係もありますし、大きな枠組み変更と言うことになればこの運営委員会等で審議する必要がでてくる場合もある。

＜東日本大震災被災者支援事業について＞
Ｑ　モデル事業の公募について、要領では２７日から募集としていることと、今回の提案が２１日付けとされていることとの関係、手続き上の問題はないか。

Ａ　通常のモデル事業の公募については先ほどご承認いただいた応募要領の通り実施させていただく。震災対応案件については、先日震災対応に伴う国のガイドラインの改定があり、緊急性が高いということから県の判断で事業採択し、運営委員会には事後報告でも可とされている。一方、本日運営委員会が開催される予定であったことから運営委員会に提案、賛同いただきたいと考えたところ。

（ご意見）

・是非このような活動の中で実際に被災者の方々をねぎらいながら、例えば島根県側の受け入れ体制、支援可能な項目についての情報を伝え、それが実現できる仕組みづくりの活動につなげていくことは大変意義あることだと思う。

Ｑ　今後様々なニーズが出てくることが可予想される。既に専門家派遣のニーズは聞いているところ。事務局の人件費の割合が高いのではないか。今後のニーズに柔軟に対応できるよう、ある程度予算は流動的に対応していただきたい。また、新規のネットワークづくりを推進するとされている点について、既存のネットワークも活用しながら効率的に進めていくことも必要ではないか。
Ａ　専門家の派遣等のニーズに想定しており、謝金という形で予算計上している。今後柔軟に対応していきたい。ネットワークについては、既存のネットワークを有効に活用しながら、無駄のないように進めていきたい。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
